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　次に，業務核都市の実態をより詳しく分析するため，2007 年から 2017 年にかけての横浜みなとみらい
21 地区に進出した上場企業について，その立地変化を分析した．その結果，以下の 4 点が明らかになった．


































































































































































































































































































所数の 40％以上が存在する横浜市は，東京 23 区
第 1 表　業務核都市の概要
自立都市圏 業務核都市 プロジェクト名（主要業務施設集積地区）
























































1986年 1991年 1996年 2001年 2006年 2009年 2014年
（万社）（割合）
横浜市 川崎市 さいたま市 千葉市






















1986年 1991年 1996年 2001年 2006年 2009年 2014年
（万人）（割合）
横浜市 川崎市 さいたま市 千葉市
八王子市 立川市 東京23区 業務核都市
横浜みなとみらい 21 地区におけるオフィス立地の変容
― 89 ―






　一方，第 2 表は東京 23 区と各業務核都市の一
事業所当たりの平均従業者数を示したものであ
る．1986 年は東京 23 区，各業務核都市ともに一
事業所当たり 10 人前後であった．東京 23 区の平
均従業者数は 2014 年に 15 人までに増え，各業務
核都市の平均従業者数も増加している．立川市は










































第 2 表　東京 23 区及び業務核都市の一事業所当たりの平均従業者数の推移 （単位：人）
1986 年 1996 年 2006 年 2014 年
東京 23 区 10 12 13 15
横浜市 10 11 12 13
川崎市 11 11 12 14
さいたま市 9 11 12 13
千葉市 10 13 13 14
八王子市 10 11 12 12









































人横浜みなとみらい 21 によると，2014 年の居住














　MM21 事業は 1983 年に着手し，目標達成年次
は 2000 年であった．しかし，MM21 地区の街区
開発進捗状況によると，目標達成年から 17 年が
経過して，2017 年 1 月までに完成した開発はい












た．それに対して，2017 年の MM21 地区の事業
所数は 1,810 にのぼり，1996 年の 3 倍近くに増加



























































































16 棟あり，2017 年までにさらに 13 棟がオープン














また，目標年の 2000 年には，目標人口の約 26％

















増加し，2008 年には 129 社になった．2017 年に
は 106 社になり，減少傾向を示した．106 社のう


























いく．第 3 表は 2007 年と 2017 年に MM21 地区
に立地する民間大企業の本社，支所の状況を示し
たものである．本社数は，2007 年の 10 社から，




MM21 地区の中央地区に立地している（第 8 図）．
特に，2007 年は 25 街区に本社が集中立地してい
たが，新興オフィスビルの開発により，2017 年
には中央地区全体に広がって立地する傾向にあ
る．2007 年の本社立地の 10 社のうち，4 社は
2017 年まで継続して立地しているが，4 社は撤退
し，2 社は上場を停止した14）．さらに，その立地
変化をみていくと，25 街区で 4 社，37 街区では
1 社が撤退した．一方，2017 年までに新規に進出
第 8 図　2007 年と 2017 年の MM21 地区における上場企業本社の立地変化
資料：みなとみらい 21 地区全体図を一部修正．
注：○は 2007 年に MM21 地区に立地していた企業である．
◎はそのうち 2017 年までに MM21 地区から撤退した企業である．
⦿は 2007 年以降上場廃止によって，分析の対象外になったが，2017 年現在 MM21
地区に立地している企業である．
●は 2017 年までに MM21 地区に新規進出した企業である．
第 3 表　MM21 地区の本社数・支所数 （単位：社）
本社数 支所数
2007 年 10 72
















　2017 年は卸売・小売業が増え，13 社のうち 5
社になり，2007 年より 3 社増加した．情報通信・
サービス業は情報通信業で 1 社が撤退したもの






（第 5 表）．2007 年，2017 年ともに，資本金規模
は 10 億円以上の企業本社が立地していた．2007





10～49 億円の本社数が 4 社から 2 社に減少する




























不動産 卸売・小売 銀行 輸送用機器 機械 総数
2007 年 1 1 4 1 2 1 0 0 10
2017 年 1 1 4 0 5 0 1 1 13
資料：第 3 表と同じ．
第 5 表　MM21 地区に本社が立地する上場企業の資本金規模 （単位：社）
	 1 ～9 億円 10 ～49 億円 50 ～99 億円 100 ～499 億円 500 億円以上
2007 年 0 4 3 2 1






































　2007 年から 2017 年にかけて，立地支所の本社
の資本金規模では大きな変化がみられる（第 9
図）．それは支所数が全体的に減少している中で，
資本金 1～9 億円規模の本社企業の支所が 1 社か
第 6 表　MM21 地区に支所がある上場企業の業種構成 （単位：社）
2007 年 2017 年 増減数
電気・精密 8 3 －5
機械 4 0 －4
情報通信・サービス 17 15 －2
建設・資材 13 11 －2
卸売・小売 9 7 －2
不動産 6 4 －2
金融（銀行を除く） 5 3 －2
素材・化学 2 1 －1
運輸・物流 2 1 －1
食品 1 0 －1
エネルギー資源 1 0 －1
電気・ガス 1 0 －1
銀行 1 1 0
自動車・輸送機械 1 3 ＋2
医薬品 1 4 ＋3






業が増加した．10～49 億円の支所は 6 社減少し











地についてみたものが第 7 表である．第 7 表によ
れば，支所は2007年の72社から53社に減少した．





比較的多く，それぞれ 6 社と 4 社であった．
第 7 表　MM21 地区に立地する上場企業の本社所在地
2007 年 2017 年
企業数（社） 割合（％） 企業数（社） 割合（％）
総　数 72 100.0 53 100.0
東京 23 区 51 70.8 29 54.7
（うち都心 5 区） （45） （62.5） （25） （47.2）
大阪市 6 8.3 9 17.0
その他 15 20.8 15 28.3
資料：第 3 表と同じ .
注：割合は小数点以下 1 桁まで四捨五入した後のデータを用いたため，加算した結果は 100.0％と一致していない．
















変わらず東京 23 区に集中しているが，2007 年よ







静岡県に本社を置く企業はそれぞれ 2 社，2 社，

































高かったが，2017 年の東京系企業数は 2007 年の
約半分になった．一方，大阪系企業は 2017 年ま































































11）	 1993 年に竣工し，延床面積は 39.2 万 m2 である．
12）	 ここでは東証一部，二部及びジャスダック，マ
ザーズなどの新興市場に上場する企業を指す．
13）	 その中で，六本木ヒルズは高さ 238	m の高層オ
フィスを中心とする，2003 年 4 月に開業した東京
都港区にある複合商業施設である．
14）	 上場廃止した	2 社は 30 街区に本社を置く地方銀
行の横浜銀行と 25 街区に立地している日本農産工
業（株）である．横浜銀行は 2007 年当時東証一部






15）	 大阪府大阪市（6 社），神奈川県横浜市（4 社），
神奈川県川崎市（1 社），愛知県清須市（1 社），茨
城県つくば市（1 社），京都府京都市（1 社），群馬
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